
   顧問弁護士利用要領  

 （趣旨）  

第１条 この要領は，顧問弁護士の利用に関し必要な事項を定めるもの

とする。  

 （顧問弁護士の氏名等）  

第２条 市に設置する顧問弁護士（以下「顧問弁護士」という。）は，

次の者とする。  

  氏     名 嶋
しま

 田
だ

 敬
たか

 昌
まさ

 

  事務所の所在地 函館市新川町１８番１２号  

  事 務 所 の 名 称 嶋田・平井法律事務所  

  電     話 ２３局４８３４番  

  フ ァ ク シ ミ リ ２３局４８３５番  

 （法律相談の要領）  

第３条 市の事務執行に係る事項に関し法律上の当否を判断する必要が

あるときは，顧問弁護士に相談し，意見を求めることができる。  

２ 前項の規定による相談（以下「法律相談」という。）は，当該事項

を所管する部局の職員が行うものとする。  

３ 法律相談の日時等は，当該事項を所管する部局の職員があらかじめ

顧問弁護士と打ち合わせのうえ決定し，相談事項についても事前に簡

潔に整理しておくものとする。  

 （利用後の通知）  

第４条 法律相談のため顧問弁護士を利用したときは，速やかに，相談

内容，利用年月日等について別記様式の通知書により法務担当課長に

通知するものとする。  

 （法律相談の費用）  

第５条 法律相談に係る法律相談料の支払いは，各部局においては一切

要しない。  

 （訴訟事務の要領）  

第６条 市が応訴する場合で，委任契約に基づき訴訟代理人をたてると

きは，特別の事情がない限り顧問弁護士に委任するものとする。この



場合においては，当該訴訟を所管する部局の職員が直接顧問弁護士と

打ち合わせ，訴訟の手続等を進めるものとする。  

２ 市が訴えを提起する場合についても，前項の場合と同様とする。  

 （訴訟の処理に係る弁護士報酬）  

第７条 前条各項の事件に係る顧問弁護士への報酬の支払については，

顧問弁護士の報酬に関する基準に定めるところにより，当該訴訟を所

管する部局においてその訴訟ごとの委任契約に基づき報酬の額を定め，

行うものとする。  

 （補則）  

第８条 この要領に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。  

   附 則  

 この要領は，平成１３年４月１日から施行する。  

   附 則  

 この要領は，平成１５年９月２２日から施行する。  

   附 則  

 この要領は，平成１８年９月２０日から施行する。  

   附 則  

 この要領は，平成２８年５月３１日から施行する。  

   附 則  

 この要領は，平成３０年４月４日から施行する。  



別記様式（第４条関係）  

顧 問 弁 護 士 利 用 通 知 書  

  年  月  日  

 

法務担当課長 様  

 

利用部課名  

 

次のとおり顧問弁護士を利用したので，通知します。  

 

利 用 年 月 日  

 

 

    年  月  日  

 

 

 

相 談 案 件 の 内 容  

 

 

 

 

 

 

 

顧問弁護士の見解  

 

 

 

 

 

担 当 者  

 

 

     課     係  

（電話       ）  

 


